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平成１５年度当初予算案主要事項説明
各部共通

〈環境づくり〉事 業 名

予 算 額 ４，６００，４７５千円 新規・継続の別 新規・継続

１ 目 的
環境対策を推進し、地球環境の保全と、環境への負荷を低減する「循
環型社会」の構築、人と自然との共生を基調とした持続可能な京都府社会

事 業 内 容 の構築をすすめ、環境先進地・京都を府内はもとより国内外に発信する。

２ 事業概要
目的 （単位：千円）

対象 区 分 予 算 額 番号

方法等 地球温暖化対策の推進 安心・安全１－１881,155

環境負荷の少ない循環型社会の構築 安心・安全１－２2,682,770

自然との共生 ―40,900

環境学習、啓発等の推進 ―29,750

緑の公共事業費 安心・安全１－３1,108,000

担当課・係名 課・係直通電話
番号

安心・安全－１



平成１５年度当初予算案主要事項説明
企画環境部

事 業 名 〈環境づくり〉 〔地球温暖化対策の推進〕

京と地球の共生推進事業費

予 算 額 ９，４００ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

府民、事業者、環境ＮＧＯ、行政等、様々な活動主体が連携・協
働して地球温暖化防止に実効性のある取組を推進するため、これら
の連携や交流の核となる地球温暖化防止活動推進センターを府内の

事 業 内 容 様々な活動主体と共に設立し、その活動を支援する。

２ 事業概要
目 的

各活動主体が対等な立場で参画、設立されたＮＰＯ法人を府の地
対 象 球温暖化防止活動推進センターとして指定するとともに、府民・各

団体に対する情報提供、相談・助言、地域・団体の連携や取組を誘
方法等 導するための事業をセンターに委託する。

・府民からの相談に応じるための常設相談窓口の設置
・インターネット等による府民への情報提供
・地球温暖化に関する環境学習会の開催

・様々な活動主体を対象にした地域別交流会の開催 等

担当課・係名 環境企画課 地球環境対策推進室 課・係直通電話番号 075-414-4708

安心・安全１－１－１



平成１５年度当初予算案主要事項説明
企画環境部

事 業 名 〈環境づくり〉 〔地球温暖化対策の推進〕

地球温暖化防止活動推進員活動支援事業費

予 算 額 １，５００ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

、地球温暖化防止対策を府民・環境ＮＧＯ等とともに推進するため
「 」 、活動の核となる 地球温暖化防止活動推進員 を府内各地に設置し

地域における地球温暖化防止の取組を推進する。

２ 事業概要事 業 内 容

「地球温暖化防止活動推進員」の委嘱を行うとともに、推進員が
効果的に活動できるよう支援する。

目 的

(１) 推進員の委嘱
(２) 情報交換会の実施対 象
推進員同士の連携を強めるとともに、市町村も交えた情報交

方法等 換会を実施
(３) 活動マニュアルの作成
地球温暖化防止等の推進員の活動に役立つ情報等が記載され

た活動マニュアルを作成

担当課・係名 環境企画課 地球環境対策推進室 課・係直通電話番号 075-414-4708

安心・安全１－１－２



平成１５年度当初予算案主要事項説明
企画環境部

事 業 名 〈環境づくり〉 〔地球温暖化対策の推進〕

エコファミリー推進事業費

予 算 額 ２，５００ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨
府民レベルでの地球温暖化防止の取組を推進するため、インター
ネット環境家計簿のシステムを構築するとともに 「エコポイント制、

度 （日常生活の様々な場面で二酸化炭素の削減に貢献する活動を行」
うことによりポイントが得られ、ポイントに応じてメリットが与え
られる仕組み）をモデル的に実施する。

２ 事業概要
(1)インターネット環境家計簿システムの構築事 業 内 容

各家庭から入力された電気消費量等のデータからＣＯ2排出状況を
目 的 計算し、各家庭に応じた適切なアドバイスや情報提供を行う。

(2)「エコファミリー」の認定
対 象 「インターネット環境家計簿」を利用して府民が参加する「省エ

ネマラソン大会」を開催して、優れた取組に対し「エコファミリ
ー」としての認定を行う。
(3)「エコ親子」の認定

夏休みにおける親子の省エネルギーの取組に対して 「エコ親、
子」としての認定を行うとともに、優れた取組をした親子には知事
表彰を行う。

担当課・係名 環境企画課 地球環境対策推進室 課・係直通電話番号 075-414-4708

安心・安全１－１－３



平成１５年度当初予算案主要事項説明
企画環境部

事 業 名 〈環境づくり〉 〔地球温暖化対策の推進〕

府民参加型自然ネルギー普及促進事業費

予 算 額 ３，０００ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

地域における自然エネルギーの導入促進と地球温暖化防止や自然
エネルギーについての府民の関心・意識の向上を図るため、地域住
民が資金を拠出し地域の力で太陽光発電パネル等を保育所などの身

事 業 内 容 近な施設に設置する府民参加型の自然エネルギー導入の取組を、支
援・推進する。

２ 事業概要
目 的

（１）地域の自然エネルギー導入企画支援
対 象 ・自然エネルギー導入キャンペーンの企画や補助申請等に習熟

した相談員の派遣
方法等 ・地球温暖化防止に関する学習会への講師派遣 等

（２）地域自然エネルギー施設導入費補助
・施設設置経費に対して、府民参加の度合いに応じて補助

担当課・係名 環境企画課 地球環境対策推進室 課・係直通電話番号 075-414-4708

安心・安全１－１－４



平成１５年度当初予算案主要事項説明
企画環境部

事 業 名 〈環境づくり〉 〔地球温暖化対策の推進〕

屋上緑化検討費

予 算 額 １，０００ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨
京都府における屋上緑化の普及促進を図るため、学識経験者や事

業者等を交えた「屋上緑化に関する研究会（仮称 」を設置し、推進）
事 業 内 容 方策を検討する。

２ 検討事項目 的
・屋上緑化の事例の収集、効果検討

対 象 ・京都における屋上緑化のあり方、普及促進方策の検討
・屋上緑化関連産業の振興対策の検討

方法等 ・府庁舎、府施設への導入可能性の検討 等

担当課・係名 環境企画課 地球環境対策推進室 課・係直通電話番号 075-414-4708

安心・安全１－１－５



平成１５年度当初予算案主要事項説明
企画環境部

事 業 名 〈環境づくり〉 〔地球温暖化対策の推進〕

陝西省植樹協力事業費

予 算 額 ４，５００ 千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨
環境先進地を目指す京都府の国際協力事業として、京都府と友好

提携関係にある中国・陝西省における水土流出の進展を防ぐととも
に、地球温暖化防止のための二酸化炭素吸収源の拡大等を図るた
め、陝西省の植樹計画に、府民、関係団体、事業者等と一体となっ

事 業 内 容 て協力、支援する。

２ 事業概要
植樹予定場所 中国陝西省西安市郊外

目 的 実施予定期間 平成１５年度から１７年度の３カ年
１５年度は京都府、陝西省の友好提携２０周年記

対 象 念事業と位置付けて実施する。

方法等 事業実施に当たっては、企業や府民等に対して募金や植樹活動へ

のボランティア参加を呼びかける。

担当課・係名 環境企画課 地球環境対策推進室 課・係直通電話番号 075-414-4708

安心・安全１－１－６



平成１５年度当初予算案主要事項説明

土木建築部

事 業 名 〈環境づくり〉 〔地球温暖化対策の推進〕

木津川流域下水道洛南浄化センターガス発電施設整備

予 算 額 ５８６，５００ 千円 新規･継続の別 継 続

１ 趣 旨

下水道汚泥処理過程で発生するメタンガスは、その大半を焼却処分
していたが、このメタンガスを利用してガス発電を行い、発電した電
力を場内利用する。

事業内容

目 的 ２ 事業内容
対 象
方法等 ガス発電施設整備（４９５ｋw×２基）

担当課・係名 下水道課 建設係 課・係直通電話番号 075-414-5212

安全・安心１－１－７



平成１５年度 当初予算案主要事項説明

企 業 局

事 業 名 〈環境づくり 〔地球温暖化対策の推進〕〉

木津浄水場太陽光発電施設整備費

予 算 額 ９６，０００千円 新規・継続の別 継 続

環境に配慮した浄水場を目指し、平成１１年度から乙訓、木津、宇治各

浄水場において順次太陽光発電施設を整備している。

事 業 内 容

（平成１５年度事業内容）

目 的

対 象 新設された沈殿池に太陽光パネルを増設し、浄水場内の電力の一部とし

方 法 等 て使用するとともに、併せて薬品使用量の削減を図る。

担当課・係名 公営企業課 建設係 課・係直通電話番号 075-414-5483

安全・安心１－１－８



平成１５年度当初予算案主要事項説明
企画環境部

事 業 名 〈環境づくり 〔環境負荷の少ない循環型社会の構築〕〉

循環型社会形成推進事業費

予 算 額 １１，０００ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

京都府循環型社会形成計画(仮称)を推進し循環型社会を形成する
ため、府民等の自主的な取組による循環型社会地域づくりを推進す
るとともに、事業者の行う廃棄物の発生抑制やリサイクル等の自主

事 業 内 容 的な取組を推進する。

目 的 ２ 事業概要 (単位：千円)

対 象 項 目 事 業 内 容 所要額

方法等 循環型地域モデ 市町村が行う地域住民協力型の廃棄物 7,000
ル創造事業 再生利用等の助成

循環型社会地域 先駆的な取組を図るための事例集の作 2,500
づくりの推進 成や自主的活動グループの輪を拡大し

たネットワークづくりの推進

ゼロエミッショ 再生利用等の技術情報の提供及び事業 1,500
ンの推進 所におけるゼロエミッションを推進す

るための診断表の作成

計 11,000

担当課・係名 循環型社会推進課 循環推進係 課・係直通電話番号 075-414-4730

安心・安全１－２－１



平成１５年度当初予算案主要事項説明
企画環境部

事 業 名 〈環境づくり 〔環境負荷の少ない循環型社会の構築〕〉

生活排水処理対策費補助金

予 算 額 １０，０００ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣旨

市町村が設置主体となって、戸別の浄化槽を特定の地域を単位と
して整備し、し尿と雑排水とを併せて処理する浄化槽の整備に対し

事 業 内 容 て助成し、生活環境の保全及び公衆衛生の向上に寄与する。

目 的
２ 事業概要

対 象

方法等 補助対象市町村 綾部市、瑞穂町、久美浜町

補 助 率 浄化槽設置工事費（国庫基準額）の
９％

担当課・係名 循環型社会推進課 護美対策係 課・係直通電話番号 075-414-4718

安心・安全１－２－２



平成１５年度当初予算案主要事項説明
農 林 水 産 部

緑の公共事業費事 業 名

予 算 額 １，１０８，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

地球温暖化の防止など地球環境の保全に不可欠な森林が、木材

価格の低迷等を背景に全国的にも荒廃が進んでいることから 緑、「

の公共事業アクションプラン」に基づき、森林整備等の促進を通

じて緑豊かな環境を守り、併せて新たな雇用を創出するため、放

置森林等の整備を進めるとともに、林業への本格就業に向けた担

い手育成研修、木質資源の積極的に利活用等に係る諸事業を実施

する。

２ 事業概要

５３３，１００千円

▲

公益性の高い森林の緊急的な整備

放置森林の整備 ３事業 １０３，１００千円

文化の森づくり １事業 １２，０００千円

事業内容 水源地域等の森林整備 ２事業 ４１８，０００千円

１２１，５００千円

▲

森林整備による雇用の創出

目 的 担い手の育成 １事業 ８，５００千円

対 象 公有林の保全整備 ４事業 １１３，０００千円

２６８，１００千円方 法 等

▲

木質資源の積極的な利活用

公共事業での間伐材の利用 ３事業 ２００，０００千円

学校施設での間伐材の利用 ２事業 ４４，０００千円

間伐材の利用拡大の促進 １事業 ２４，１００千円

１８５，３００千円

▲

森林生態系の保全

野生鳥獣害対策 １事業 ９１，０００千円

森林病害虫対策 ２事業 ９４，３００千円

３ 雇用見込人数

７４２人

担当課・係名 林務課緑の公共事業推進プロジェクト 直通電話番号 075-414-5015

安心・安全１－３



緑の公共事業一覧

（単位：千円、人）

頁 区分 事業内容 区分 予算額 担当部局実雇用見込人数

いのちと環境の森づくり事業 継続 98,600 153 農林水産部

森林機能回復整備事業 継続 37,300 36
１

公益性 森林適正整備推進事業 継続 53,000 83

の高い 放置竹林拡大防止事業 継続 8,300 34

２ 森林の 広葉樹の輝くふるさとモデル林整備事業 新規 2,500 42 農林水産部

３ 緊急的 府民がつくる温暖化防止モデル林整備事業 新規 2,000 － 農林水産部

４ な整備 京都・文化の森づくり事業 新規 12,000 15 農林水産部

５ 豊かな水の森整備事業 継続 90,600 24 農林水産部

６ 安心・安全の森整備事業[公共治山] 継続 327,400 87 農林水産部

７ 森林整 緑の公共担い手育成事業 継続 8,500 25 農林水産部

８ 備によ やすらぎの森整備事業（緊急雇用基金） 新規 70,000 108 農林水産部

９ る新規 緑の資源環境整備事業（緊急雇用基金） 新規 18,000 20 農林水産部

10 雇用の 府立大学演習林保全事業（緊急雇用基金） 新規 5,000 4 府 立 大 学

11 創 出 病害虫等被害枯損木処理事業 継続 20,000 17 農林水産部( )緊急雇用基金

12 緑の河川復活事業 継続 150,000 76 土木建築部

13 木質資 緑の渓流復活事業 継続 30,000 11 土木建築部

14 源の積 緑の散策道等再生事業 継続 20,000 12 土木建築部

15 極的な 府立学校施設木材活用推進事業 継続 39,000 8 教育委員会

16 利活用 木のぬくもり教室づくり事業 新規 5,000 － 農林水産部

17 間伐材循環利用促進事業 継続 24,100 18 農林水産部

18 野生鳥獣対策事業< > 継続 91,000 20 農林水産部森林生態 クマ剥ぎ被害緊急対策等

19 松くい虫等防除関連事業 継続 94,300 102 農林水産部系の保全

合 計 1,108,000 742

安心・安全１－３－１



平成１５年度当初予算案主要事項説明
農 林 水 産 部

緑の公共事業費
事 業 名

いのちと環境の森づくり事業費

予 算 額 ９８，６００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

放置された人工林等を対象に、森林所有者との協定により一定

期間の伐採利用禁止等の措置を講じながら、環境保全の視点から

間伐を軸に針広混交林化を促進する。

２ 事業概要

① 森林機能回復整備事業

造林未済地における広葉樹の植栽や放置森林での強度の間伐

等の実施

② 森林適正整備推進事業

水源かん養等の機能を高度に発揮するため、国庫補助対象と事業内容

ならない８齢級（36年生～40年生）から１２齢級（46年生～60

年生）の高齢級の間伐と間伐材の搬出、及びこれに伴う施業路目 的

開設の実施対 象

③ 放置竹林拡大防止事業方 法 等

放置されたことにより森林に侵入した竹林の伐採整理の実施

３ 事業主体

① (社)京都府森と緑の公社

② 市町村、森林組合、森林所有者等

③ 市町村、森林組合、森林所有者等

４ 補 助 率

① ８５％ ②及び③ １／２

５ 雇用見込人数

１５３人

担当課・係名 森林保全課造林係 直通電話番号 075-414-5024

安心・安全１－３－２



平成１５年度当初予算案主要事項説明
農 林 水 産 部

緑の公共事業費
事 業 名

広葉樹の輝くふるさとモデル林整備事業費

予 算 額 ２，５００千円 新規・継続の別 新規

１ 趣 旨

ＣＯ 吸収等を重視した府で森林整備推進計画を策定するとと２

もに、この計画に沿って、環境面から緊急に整備を要する公益的

機能の高い水源地域等にある放置森林等について間伐・植栽等に

よる針広混交林化を図り、ふるさとの風土と調和した里山・奥山

のモデルを府内数ヶ所に整備する。

２ 事業概要

・ 森林整備計画の策定（事業主体；府）

モデル整備を行う森林区域等の特定、実施計画の策定等事業内容

・ 里山及び奥山のモデル整備（事業主体；全国森林組合連合会）

間伐、広葉樹の植栽目 的

対 象

方 法 等 ※ 森林整備については、林業への本格的な就業希望者の実地研修を

行う「緑の雇用担い手育成対策事業」(全額国庫)により、全国森林

組合連合会が府内の森林組合等に委託して実施

※ 里山は、地域住民とボランティア等の協働の下で地域特性等を踏

まえた美しい里山空間（農用林、山際の農地、水路などを含む空間

全体）をモデル的に整備

３ 雇用見込人数

４２人

担当課・係名 林務課緑の公共事業推進プロジェクト 直通電話番号 075-414-5015

安心・安全１－３－３



平成１５年度当初予算案主要事項説明
農 林 水 産 部

緑の公共事業費
事 業 名

府民がつくる温暖化防止モデル林整備事業費

予 算 額 ２，０００千円 新規・継続の別 新規

１ 趣 旨

企業や森林ボランティア等による無立木地（伐採跡地、造林未

済地）への植林や間伐等の森林整備を促進するとともに、地球温

暖化防止に対する森林の機能や森林環境整備の重要性を広く府民

に啓発する。

２ 事業概要

① モデル林の募集及び選定

② モデル林に係るＣＯ２吸収量等の認定、並びにモデル林のＰＲ

③ 企業や森林ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの活動に対する市町村を通じた資材助成等

事業内容 ※ 実施に当たって、森林所有者を企業等との間で１０年間の管理協定

締結が条件

目 的

３ 事業主体対 象

①及び② 府方 法 等

③ 市町村

４ 補 助 率

１／２以内

担当課・係名 林務課緑の公共事業推進プロジェクト 直通電話番号 075-414-5015
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平成１５年度当初予算案主要事項説明
農 林 水 産 部

緑の公共事業費
事 業 名

京都・文化の森づくり事業費

予 算 額 １２，０００千円 新規・継続の別 新規

１ 趣 旨

京都の文化財や町家の修復のための用材供給を担う森林整備や

優れた京都の風致景観の形成に貢献する社寺等の後背林の整備

２ 事業概要

① 文化を支える悠久の森づくり事業

文化財等の修復用材の供給を担う大径木（１００年生以上）

のある森林を備蓄林として府で指定・登録

平成１５年度はヒノキ林３ｈａの登録を予定

② 京の景観保全林整備事業

世界文化遺産（社寺）等周辺の森林の枯損木、倒木等による事業内容

文化財への危害を防ぐとともに、美しい景観を守るための不用

木の伐採、整理等の実施目 的

対 象

３ 事業主体方 法 等

②のうち軽微なもの 地域の保存会等

上記以外 府

４ 補 助 率

②のうち軽微なもの １／２

５ 雇用見込人数

１５名

担当課・係名 林務課緑の公共事業推進プロジェクト 直通電話番号 075-414-5015
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平成１５年度当初予算案主要事項説明
農 林 水 産 部

緑の公共事業費
事 業 名

豊かな水の森整備事業費

予 算 額 ９０，６００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

山村集落の水環境整備や豊かな海づくりをめざして、水源山地

及び沿岸区域の荒廃森林整備を実施する。

２ 事業概要

・ 取水機能を備えた治山ダムの整備（木製治山ダム １基ほか）

・ 治山ダム周辺荒廃森林の整備

３ 実施予定箇所事業内容

舞鶴市田井 ほか３箇所

目 的

対 象

４ 雇用見込人数方 法 等

２４人

担当課・係名 森林保全課治山係 直通電話番号 075-414-5028
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平成１５年度当初予算案主要事項説明
農 林 水 産 部

緑の公共事業費
事 業 名

安心・安全の森整備事業費

予 算 額 ３２７，４００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

暮らしの安心・安全を守る水源かん養や土砂流出防備機能など

森林の持つ公益的機能を高度に発揮させるため、公益性の高い保

安林の改良及び保育を実施する。

２ 事業概要

・ 本数調整伐

・ 下刈り及び除伐

事業内容

３ 実施予定箇所

綾部市睦寄町浅原 ほか４０箇所目 的

対 象

方 法 等

４ 雇用見込人数

８７人

担当課・係名 森林保全課治山係 直通電話番号 075-414-5028
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平成１５年度当初予算案主要事項説明
農 林 水 産 部

緑の公共事業費
事 業 名

緑の公共担い手育成事業費

予 算 額 ８，５００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

林業労働者の高齢化等により担い手が年々減少している中で、

新たな林業労働者の育成と地域での定着を促進するため、林業へ

の本格的な就業を希望する者を対象に、技術習得のための実地研

修を行い、即戦力となる担い手を養成する。

２ 事業概要

森林整備の実地研修

・ 対象人数 ２５人

・ 研修期間 １００日間事業内容

・ 研修方法 ２人の指導員が研修生５人を指導

・ 研修場所 府有林、公社造林地 ほか目 的

対 象

方 法 等

３ 実施方法

(財)京都府林業労働支援センターへの委託

４ 雇用見込人数

２５人

担当課・係名 林務課団体指導係 直通電話番号 075-414-5009
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平成１５年度当初予算案主要事項説明
農 林 水 産 部

緑の公共事業費
事 業 名

緑の資源環境整備事業費

予 算 額 １８，０００千円 新規・継続の別 新規

１ 趣 旨

水土保全、水源かん養等の公益的機能を有する公社造林地を適

、 。正に管理するため 野生鳥獣防護柵の設置や不要木の伐採を行う

２ 事業概要

・ 野生鳥獣防護柵の設置 １，０００ｍ

・ 不要木の伐採 １０ｈａ

・ 枝落とし １９ｈａ

・ 間伐 ２０ｈａ

事業内容

３ 実施方法目 的

(社)京都府森と緑の公社、及び森林組合への委託対 象

方 法 等

４ 雇用見込人数

２０人

担当課・係名 森林保全課造林係 直通電話番号 075-414-5024
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平成１５年度当初予算案主要事項説明
農 林 水 産 部

緑の公共事業費
事 業 名

やすらぎの森整備事業費

予 算 額 ７０，０００千円 新規・継続の別 新規

１ 趣 旨

公有林（府有林）を環境財と位置付け、府民のやすらぎの空間

等として公益的機能がより良好に発揮されるよう、散策道整備や

かん木等の刈り払いを実施し、併せて新たな雇用を創出する。

２ 事業概要

・ 散策道の整備

・ かん木の除去

事業内容

３ 実施方法

（社）京都府森と緑の公社への委託目 的

対 象

方 法 等

４ 雇用見込人数

１０８人

担当課・係名 森林保全課緑化推進係 直通電話番号 075-414-5026
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平成１５年度当初予算案主要事項説明
総 務 部

緑の公共事業費
事 業 名

府立大学演習林保全事業費

予 算 額 ５，０００千円 新規・継続の別 新規

１ 趣 旨

府立大学農学部附属演習林における保全・育成事業の実施によ

、 。り 森林の持つ多面的機能の回復及び教育研究環境の改善を図る

また、当該事業の実施により、雇用の促進を図る。

２ 事業内容

大野演習林（北桑田郡美山町地内）において、除伐、間伐等の

事業を実施

事業内容

３ 実施方法

委託目 的

対 象

方 法 等

４ 雇用見込人数

４人

担当課・係名 府立大学農学部附属演習林 直通電話番号 075-703-5681
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平成１５年度当初予算案主要事項説明
農 林 水 産 部

緑の公共事業費
事 業 名

病害虫等被害枯損木処理事業費

予 算 額 ２０，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

松くい虫等の被害木の伐採等を実施し、景観保全、危被害防止

に資するとともに、新たな雇用を創出する。

２ 事業概要

・ 枯損木の伐倒処理

３ 実施方法

森林組合への委託

事業内容

３ 雇用見込人員

１７人目 的

対 象

方 法 等

担当課・係名 森林保全課造林係 直通電話番号 075-414-5024
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平成１５年度当初予算案主要事項説明
土 木 建 築 部

緑の公共事業費
事 業 名

緑の河川復活事業費

予 算 額 １５０，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

間伐材を使用した工法などにより、環境に配慮した事業を推進

、 。するとともに 京都の優れた自然環境・景観の保全と活用を図る

２ 事業概要

・ 環境に配慮した河川整備

木工沈床・階段工等に間伐材を使用し、生物の生息・育成環

境に配慮するとともに、親水性の向上を図る。

・ 河川施設の維持修繕

、 。事業内容 根固工・護岸工に間伐材を使用し 護岸・堤体の安定を図る

目 的

３ 雇用見込人数対 象

７６人方 法 等

担当課・係名 河川課河川係 直通電話番号 075-414-5285
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平成１５年度当初予算案主要事項説明
土 木 建 築 部

緑の公共事業費
事 業 名

緑の渓流復活事業費

予 算 額 ３０，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

間伐材を使用した工法などにより、環境に配慮した事業を推進

、 。するとともに 京都の優れた自然環境・景観の保全と活用を図る

２ 事業概要

・ 環境に配慮した渓流整備

木製ブロック積工等に間伐材等地域資源を使用し、沢ガニや

ホタル等の生息できる護岸整備の実施

事業内容

３ 雇用見込人数

１１人目 的

対 象

方 法 等

担当課・係名 砂防課事業係 直通電話番号 075-414-5315
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平成１５年度当初予算案主要事項説明
土 木 建 築 部

緑の公共事業費
事 業 名

緑の散策道等再生事業費

予 算 額 ２０，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

間伐材を使用した工法などにより、環境に配慮した事業を推進

、 。するとともに 京都の優れた自然環境・景観の保全と活用を図る

２ 事業概要

・ 環境に配慮した公園施設整備

間伐材を利用し、自然公園の歩道や階段、土留め柵、都市公

園の遊具等の再整備を実施

事業内容

３ 雇用見込人数

１２人目 的

対 象

方 法 等

担当課・係名 公園緑地課建設係 直通電話番号 075-414-5272
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平成１５年度当初予算案主要事項説明
教 育 委 員 会

緑の公共事業費
事 業 名

府立学校施設木材活用推進事業費

予 算 額 ３９，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

府立学校に間伐材を活用した備品を導入し、地球環境保全の大

切さを実感できる学習環境を整備するとともに、厳しい雇用・経

済情勢を踏まえ、雇用機会の確保に資する。

２ 事業概要

府内産間伐材等を利用した府立学校の備品の整備

〈整備例〉

・ 図書閲覧用テーブル・椅子

・ 食堂用テーブル・椅子事業内容

・ 書架、棚

目 的

対 象

３ 実施方法方 法 等

備品の製作を木材組合連合会に委託

４ 雇用見込人員

８人

担当課・係名 教育庁管理課管理係 直通電話番号 075-703-5768
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平成１５年度当初予算案主要事項説明
農 林 水 産 部

緑の公共事業費
事 業 名

木のぬくもり教室づくり事業費

予 算 額 ５，０００千円 新規・継続の別 新規

１ 趣 旨

市町村が小学校の児童用の机及び椅子を、府内間伐材等による

木製品に更新する場合、当該経費と従来品（スチール製品等）の

価格との差額を助成し、学校施設の木質化及び府内産木材の利活

用を図る。

２ 事業概要

・ 助成の仕組み

木製品と従来品の価格差の１／２を助成

ただし、児童机１セット（机・椅子）当たり１０千円を上限

・ 助成対象事業内容

１０市町村分（１市町村当たり２学級／校）

目 的

対 象

３ 事業主体方 法 等

市町村

担当課・係名 林務課林産振興係 直通電話番号 075-414-5011

安心・安全１－３－１７



平成１５年度当初予算案主要事項説明
農 林 水 産 部

緑の公共事業費
事 業 名

間伐材循環利用促進事業費

予 算 額 ２４，１００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

間伐による森林整備の推進と併せ、間伐材の大きな需要が見込

める新たな分野での利用を促進するとともに、公共工事を中心に

積極的な利用を図っている丸棒等加工に必要な間伐材の円滑な出

材を促進する。

２ 事業概要

① 新ルート開拓モデル事業（新規）

補助対象品目 素材生産業者が共同して集出荷する間伐材

補助対象経費 出材及び需給情報管理等に係る経費

② 間伐材出材・運搬費助成事業（継続）事業内容

補助対象品目 森林組合が集出荷する間伐材

目 的 補助対象経費 伐採箇所から加工施設への出材・運搬に係る経費

対 象

３ 事業主体方 法 等

森林組合等

４ 補 助 率

１／２

５ 雇用見込人数

１８人

担当課・係名 林務課林産振興係 直通電話番号 075-414-5011

安心・安全１－３－１８



平成１５年度当初予算案主要事項説明
農 林 水 産 部

緑の公共事業費
事 業 名

野生鳥獣対策事業費

予 算 額 ９１，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

野生鳥獣による農林業被害が拡大する一方、生息数の減少して

いる希少動物の保護が求められており、共生・共存を重視しなが

ら総合的な被害防止対策を実施する。

２ 事業概要

① 野生動物被害対策新技術開発事業（新規）

より効果的で低コストな新たな被害防止対策技術の開発

② ツキノワグマ保護管理事業（新規）

誤捕獲されたツキノワグマの奥山放獣及び生息動態管理

③ クマ剥ぎ被害緊急対策事業（新規）事業内容

激甚な被害が発生する恐れのある市町村を対象にしたクマ剥

ぎ防止テープの樹幹への巻き付け目 的

④ 有害鳥獣防護柵設置及び駆除対策事業（継続）対 象

有害鳥獣防護柵の設置及び駆除方 法 等

３ 実施方法

①・② 民間企業等への委託

③・④ 市町村への補助（補助率１／２）

４ 雇用見込人数

２０人

担当課・係名 森林保全課緑化推進係 直通電話番号 075-414-5026

安心・安全１－３－１９



平成１５年度当初予算案主要事項説明
農 林 水 産 部

緑の公共事業費
事 業 名

松くい虫等防除関連事業費（森林病害虫等駆除予防事業費）

予 算 額 ６９，３００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

森林病害虫防除法に基づいて、森林の公益的機能を維持するた

め、守るべき松林を中心に、松くい虫等の防除対策を実施する。

２ 事業概要

・ 伐倒駆除

・ 地上散布

・ 樹幹注入

事業内容

３ 事業主体

市町村等目 的

対 象

方 法 等

４ 補助率

命令駆除 １０／１０

奨励駆除 ３／４

５ 雇用見込人数

７２人

担当課・係名 森林保全課造林係 直通電話番号 075-414-5024

安心・安全１－３－２０



平成１５年度当初予算案主要事項説明
農 林 水 産 部

緑の公共事業費
事 業 名

松くい虫等防除関連事業費（単費松くい虫防除事業費）

予 算 額 ２５，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

国の松くい虫被害対策制度を補完し、防除効果をより高めるた

め、府独自で防除事業を実施する。

２ 事業概要

・ 伐倒駆除

・ 樹幹注入 ほか

３ 事業主体

市町村

事業内容

４ 補 助 率

１／２目 的

対 象

５ 雇用見込人数方 法 等

３０人

担当課・係名 森林保全課造林係 直通電話番号 075-414-5024

安心・安全１－３－２１



主 要 事 項 説 明 資 料 目 次
＜福 祉 分 野＞

ページ 事 業 名 担 当 課

１ 障害者支援費制度推進費 障害者保健福祉課

２ 重症心身障害者通所援護事業費 障害者保健福祉課

３ 授産製品販売促進特別対策事業費 障害者保健福祉課

４ 身体障害者補助犬育成事業費 障害者保健福祉課

５ 障害者就職促進モデル事業費 障害者保健福祉課

６ 知的障害者援護施設整備費補助金 障害者保健福祉課

７ 介護保険制度推進費 高 齢 化 対 策 課

８ 老人福祉施設整備費補助金 高 齢 化 対 策 課

９ 母子家庭等自立支援事業費 児 童 保 健 福 祉 課

１０ 児童養護施設整備費補助金 児 童 保 健 福 祉 課

１１ 国民健康保険事業助成費 医 療 ・ 国 保 課

１２ 国民健康保険広域化等支援基金積立金 医 療 ・ 国 保 課

１３ 救急業務高度化推進協議会運営費 消 防 防 災 課

１４ 医療安全対策推進事業費 医 療 ・ 国 保 課

１５ 医療施設近代化整備費等補助金 医 療 ・国 保 課

１６ 自治体立病院施設整備費補助金 医 療 ・ 国 保 課

１７ 与謝の海病院施設整備費 医 療 ・ 国 保 課

１８ 出会い系サイト対策事業費 青 少 年 課

１９ 青少年の社会的ひきこもり対策事業費 青 少 年 課

２０ 附属病院外来診療棟等整備基本計画策定費 府 立 医 大

２１ 生活交通バス路線等維持対策事業費 交 通 対 策 課

安心・安全 － ２



平成１５年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

安心・安全づくり ＜福祉分野＞
障 害 者 支 援 費 制 度 推 進 費事 業 名

新 規
予 算 額 新規・継続の別１，０４４，４９７千円

一部継続

１ 趣 旨
平成１５年度から始まる障害者支援費制度を円滑に施行するため、各種サービス提供に必要な

経費を確保するとともに、府独自に市町村が行う各種利用者支援策や事務の円滑化等に対し助成

する。

２ 事業概要
事 項 内 容 事 業 費

事 業 内 容 施設ｻ ｰ ﾋﾞ ｽ支援事業費 身体・知的障害者施設の入・通所者に対する処遇 507,131

等、施設ｻｰﾋﾞｽの支援に要する経費

居宅ｻ ｰ ﾋﾞ ｽ支援事業費 ﾎｰﾑﾍﾙﾌ゚ ｻｰﾋ゙ ｽ事業、ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ事業、短期入所（ｼｮ 393,438

目 的 ｰﾄｽﾃｲ）事業等、居宅ｻｰﾋﾞｽの支援に要する経費

対 象 重度障害者等ｻｰﾋﾞｽ利用 重度・重複障害者等が支援費制度ｻｰﾋﾞｽを適正か

方 法 等 支援事業費 つ円滑に利用するための府独自加算措置 30,892

（府独自施策）

市町村生活相談特別支援 市町村障害者支援センターを活用した障害者から

事業費 の相談、事業者選定・サービス利用確認等きめ細 17,500

（府独自施策） かな支援を行う人材の育成等

心身障害児(者)地域療育等 障害児(者)地域療育等支援施設において、障害児 80,136

支援事業費 (者)の身近な地域での療育指導、相談等の実施

障害者ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ体制支援 障害者の地域生活支援の充実を図るため、ｹｱﾏﾈｼﾞ

事業費 ﾒﾝﾄ手法を実践できる人材の養成及び相談支援機 10,000

関相互のネットワーク構築

市町村職員研修、指定居宅支援事業者指導、障害

支援費制度円滑推進費 者福祉ｻｰﾋﾞｽに係る情報提供等、市町村、障害 5,400

者、事業者に対する支援事業の実施

合 計 1,044,497

障 害 者 保 健 福 祉 課 更 生 係 075-414-4598担当課･係名 課･係直通電話番号
障 害 者 保 健 福 祉 課 育 成 係 075-414-4603

安心・安全－２－１



平成１５年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

安心・安全づくり ＜福祉分野＞

重症心身障害者通所援護事業費事 業 名

５３，８８０千円 継続予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

養護学校卒業後の在宅重症心身障害者にデイサービスの機会を設け、必要な療育・

介護を行うとともに、保護者の介護負担の軽減を図るため、重症心身障害者通所援護

施設に対する運営助成を行い、在宅重症心身障害者の福祉の向上に資する。

事 業 内 容 ２ 事業内容

対 象 者 在宅の重症心身障害者（重度知的障害＋重度肢体不自由）

目 的

対 象 実施方法等 民家､アパート等に指導員を配置し､指導･訓練等の必要な療育を行う。

方 法 等

１人当たり基本分

▲

⇒ １３０，０００円補助基準額 月 額 １２０，０００円（⑭）

１施設当たり定額分 年 額 ８００，０００円

▲

補 助 率 府 １／２

実施箇所数 ６ 箇 所（⑭７箇所）

担当課・係名 障害者保健福祉課 育 成 係 課･係直通電話番号 075-414-4601

安心・安全－２－２



平成１５年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

安心・安全づくり ＜福祉分野＞

授産製品販売促進特別対策事業費事 業 名

３，０００千円 新 規予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

京都授産振興センターでは、授産製品の販売拡大・普及に努めてきたが、近年の不

況の影響で販売額が大きく落ち込み、共同作業所等会員施設の運営も苦しい状況にあ

る。授産製品の販路拡大及び会員施設の運営改善に支援するため、営業職員１名の配

置等に助成する。

２ 事 業 概 要

事 業 内 容

事 業 内 容 授産製品の販路拡大、販売促進のための特別対策を実施するた

目 的 めの営業職員の雇用及び活動経費等に助成する

対 象

方 法 等 事 業 期 間 ３カ年

採 用 す る 者 民間企業等における営業等の業務経験を有する者

通販会社への授産製品の取扱要請

デパート、スーパー等での授産製品の取扱要請

業 務 内 容 葬儀社及びブライダルコーナーへの授産製品カタログの配置

オリジナル製品の開発調整

大量受注に応えられる体制の整備

アンテナショップの開催 等

※ 府市協調事業（府１／２ 市１／２）

担当課・係名 障害者保健福祉課 社会参加係 課･係直通電話番号 075-414-4603

安心・安全－２－３



平成１５年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

安心・安全づくり ＜福祉分野＞

身体障害者補助犬育成事業費事 業 名

３，０００千円 新規予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

平成14年10月から身体障害者補助犬法が施行されたことに伴い、重度身体障害者

の自立及び社会参加の促進を図るため、身体障害者補助犬の育成及び使用訓練を

行う事業に対して助成を行う。

２ 事業概要事 業 内 容

内 容 身体障害者補助犬（盲導犬、介助犬、聴導犬）が府内の重度身体障害

目 的 者に貸与される場合、その育成に要する経費を育成団体に対して助成

対 象

方 法 等 補助基準額 １頭あたり １５０万円

補 助 率 国 １／２ 府 １／２

備 考 平成１５年度貸与見込み頭数 ２頭

担当課・係名 障害者保健福祉課 更 生 係 課･係直通電話番号 075-414-4598

安心・安全－２－４



平成１５年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

安心・安全づくり ＜福祉分野＞

障害者就職促進モデル事業費事 業 名

１０，５９０千円 継 続予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

障害者（身体・知的・精神）授産施設の入所者が、施設外授産指導員の支援の下、

モデル的に一般企業で企業実習を行うことにより、障害者の一般就労の促進を図る。

２ 事業概要

① 企業等に派遣する入所者を指導する「施設外授産指導員」

を授産施設に配置

・一般企業での企業実習を行う際、作業指導等の支援

事 業 内 容 内 容 ・企業等との連携 等

② 事業の円滑実施を図るために関係者で構成する事業推進委

目 的 員会を設置

対 象 ・就職支援の検討

方 法 等 ・関係機関との連携

実 施 方 法 ３障害（身体、知的、精神）各１箇所の授産施設で実施

雇用見込人数 実 雇 用 ６人

負 担 割 合 国１／２、府１／２

担当課・係名 障害者保健福祉課 社 会 参 加 係 課･係直通電話番 075-414-4603

安心・安全－２－５



平成１５年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

安心・安全づくり ＜福祉分野＞

知的障害者援護施設整備費補助金事 業 名

１３０，５２４千円 新規予 算 額 新規・継続の別

社会福祉法人が行う知的障害者援護施設整備事業に対する国

趣 旨 の制度補助に加え、府独自の加算措置を講じることにより、施

設整備の促進を図る。

事業種別 施設種別（定員） 箇所数 所在地 備 考

事 業 内 容 整

備 新 設 通 所 授 産 施 設 1箇所 久美浜町

目 的 計 （定員３０人） 平成15年度

対 象 画 単年度事業

方 法 等 新 設 小規模通所授産施設 1箇所 宇治田原町

（定員１９人）

雇用見込人数 実雇用 １０人

単費加算制度

▲

◆ 施設種別 補助内容

通所授産施設 国庫補助基準額×20％

障害者保健福祉課 育 成 係 075-414-4601
担当課・係名 課･係直通電話番号

障害者保健福祉課 社会参加係 075-414-4603

安心・安全－２－６



平成１５年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部
安心・安全づくり ＜福祉分野＞

介 護 保 険 制 度 推 進 費事 業 名

新規・継続の 継 続予 算 額 別１５，３６４，６１５千円

１ 趣 旨
介護保険制度の円滑な運営に向けた体制整備の支援に資する。

２ 事 業 概 要

事 項 内 容 事 業 費

14,627,000介 護 給 付 費 負 担 金 平成１５年度標準給付費見込額に係る公費負担のうち府負担分12.5％

財政安定化基金積立金 380,000標準給付費見込額（⑮～⑰の３年平均）の0.1
％を基金に積立事業内容

認 定 審 査 会 等 運 営 費 48,800目 的 ・介護認定審査会の運営
・介護保険審査会の運営

対 象
介護支援専門員の養成をはじめ、介護認定審査

方法等 介 護 保 険 指 導 事 業 費 会委員、認定調査員、かかりつけ医などに対す 43,400
る研修及び事業者に対する指導等の実施

介護サービス評価支援事 利用者本位のより質の高い介護サービスの確保
業 と選択支援に資するため、評価システムの普及 22,000

・定着に向けた推進方策を検討、実施

16,315介護サービスレベルアッ 利用者がニーズにあった介護サービスを受ける
ための情報提供や介護サービスの質の向上を図プ支援事業費
るためのサービス事業者に対する指導等

低所得者の利用負担軽減措置 213,100介護保険制度円滑実施特
別対策事業費

ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟｻｰﾋﾞｽに係る軽 制度開始時にサービスを利用していた高齢者の利用者負担
減措置 を３％に軽減する ⑮７月～６％

障害者ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟｻｰﾋﾞｽ利 障害者施策等でサービスを利用していた者の利用者負担を
用者に対する支援措置 ３％に軽減する

社会福祉法人による利 利用者負担を減免する（利用者負担1/2～免除）場合に助
用者負担減免措置 成する

山村振興等特別地域加 山村振興地域等で行われる訪問介護サービスに係る介護報
算に対する軽減措置 酬加算(15％相当加算)に対し､利用者負担を９％に軽減する

介護支援専門員活動支援 助言・指導・情報提供ができるケアマネジメン
事業費 トリーダーを養成・配置し、介護支援専門員に 11,000

対する支援機能を強化する

介護保険利用状況等調査 介護保険利用者等を対象としたアンケート調査 3,000
費 を実施

合 計 15,364,615

075-414-4578担当課・係名 高齢化対策課 介護保険室 介護保険管理係 課・係直通電話番号
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平成１５年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部
安心・安全づくり ＜福祉分野＞

事 業 名 老 人 福 祉 施 設 整 備 費 補 助 金

予 算 額 １，８９４，５００千円 継 続新規・継続の別

介護保険制度の円滑な運営に向け、必要なサービスが
提供できるよう特別養護老人ホーム等の整備を積極的に

趣 旨 支援するとともに、施設整備に伴う波及効果として、仕
事おこしの観点から、市町村との協働による雇用創出や
地域経済活性化の促進を図る。

事 業 内 容 整 備 計 画

▲

事 項 整 備 予 定 数
目 的
対 象 特 別 養 護 老 人 ホ ー ム ５ か 所（定員３１０人）
方法等 〔うち増改築３か所（定員１６０人 〕）

ショートステイベット ５ か 所（定員 ８０人）
〔うち増改築３か所（定員 ４０人 〕）

デイサービスセンター ３ か 所

４ か 所グ ル ー プ ホ ー ム
（６ユニット定員 ５４人）

高齢者生活福祉センター （定員 １０人）１ か 所

実雇用人数 １４９人

▲

高 齢 化 対 策 課 施 設 係 075-414-4574担当課・係名 課・係直通電話番号
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平成１５年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

安心・安全づくり ＜福祉分野＞

母 子 家 庭 等 自 立 支 援 事 業 費事 業 名

予 算 額 ２５，０００ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

不景気による雇用情勢が悪化している中、母子家庭の母等の就労収
入の減少、就職難により自立した生活が困難な状況にあることから、
雇用確保等安定した生活を営めるよう自立支援を図る。

２ 事業概要

①母子家庭等就業支援センター事業
事 業 内 容

母子家庭の母等に対し自立支援のための就業サービスを提供するた
め、母子家庭等就業支援センター（仮称）を設置する。

目 的
＜事業内容＞

対 象 ・就労支援員、就労相談員の設置
・就労支援セミナーの開催 など

方 法 等
②職業技能訓練給付金支給事業

就業促進を図るため、職業能力開発を目的に就学する母子家庭の母
を支援する給付金を支給する。

３ 雇用見込人数

実雇用 ４人（就労支援員２人、就労相談員２人）

担当課・係名 児童保健福祉課 母子福祉係 課･係直通電話番 075-414-4584
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平成１５年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

安心・安全づくり ＜福祉分野＞

児 童 養 護 施 設 整 備 費 補 助 金事 業 名

予 算 額 ４４２，４８９ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

府内の児童養護施設は、児童虐待の増加等により入所児童が急増
し施設の確保が急務であり、府南部地域における乳児院、児童養護
施設整備を支援する。

２ 施設概要

＜設置場所＞ 精 華 町
事 業 内 容

＜施設種別＞ 児童養護施設（定員６０名）
乳 児 院（定員２０名）

目 的
＜構造規模＞ 鉄筋コンクリート造２階建

対 象 延床面積 約３，０００㎡

方 法 等 ３ 整備期間

平成１５年６月～平成１６年３月（平成１６年４月開設）

４ 雇用見込人員

実雇用 ３５人

担当課・係名 児童保健福祉課 児童育成係 課･係直通電話番号 075-414-4582
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平成１５年度当初予算案主要事項説明

保 健 福 祉 部
安心・安全づくり ＜福祉分野＞
国民健康保険事業助成費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継続・一部新規４，５３６，０００ 千円

１ 趣 旨

保険者が実施する低所得者の保険料軽減制度等に対し助成する

ことにより、国民健康保険事業の健全な運営を確保する。

（単位：千円）２ 事業内容

事 業 内 容 予 算 額 説 明

事 業 内 容
低所得者の保険料（税）軽減制度

保険基盤安定事業 ２,０８４,０００
に対する助成

目 的
中間所得者層の保険料（税）の負担

対 象 保 険 者 支 援 事 業 ５６０,０００
軽減を図る制度に対する助成（新規）方 法 等
市町村が行う高額医療費に対する

高額医療費共同事業 １,１２８,０００
相互支援への助成（充実）

保険者が国保事業の健全な財政を
府 独 自 措 置 分 ７４３,３００ 維持し、円滑・適正な運営を図る

ために行う事業に対する支援

計 ４,５１５,３００

※助成先 市町村、国民健康保険組合等

担当課・係名 医療・国保課 国保指導係 課・係直通電話番号 075-414-4614
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平成１５年度当初予算案主要事項説明

保 健 福 祉 部
安心・安全づくり ＜福祉分野＞
国民健康保険広域化等支援基金積立金事 業 名

新 規予 算 額 新規・継続の別２２３，０００ 千円

１ 趣 旨

市町村国民健康保険の広域化や市町村合併の際の保険料平準化等を無

利子貸付等により支援するための基金を創設し、国民健康保険財政の広

域化等を推進し、市町村国民健康保険の運営の安定化を図る。

２ 事業概要

（１）保険財政広域化支援事業

① 市町村国民健康保険の広域化や市町村合併に際し、保険料の平準事 業 内 容
化を支援するため、基金より無利子貸付を行う。

② 市町村国民健康保険の広域化や市町村合併に際し、広域化に伴う
事務経費及び広報啓発事業等の立ち上げに必要な経費を基金運用益目 的
の範囲内において交付する。

対 象

（２）保険財政自立支援事業方 法 等

国民健康保険特別会計において赤字が見込まれる場合、その赤字の
補填に一時的に必要な資金について、基金より無利子貸付を行う。

担当課・係名 医療・国保課 国保指導係 課・係直通電話番号 075-414-4614

安心・安全－２－１２



平成１５年度当初予算案主要事項説明

総務部

安心・安全づくり ＜福祉分野＞

救急業務高度化推進協議会運営費
事 業 名

予 算 額 １，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 設置目的
救急需要の量的拡大等が進みこれに対応するための、救急救

▲

命士の処置範囲拡大に取組むためにはメディカルコントロール
（ＭＣ）体制の整備が必要となる。
京都府では府救急業務高度化推進協議会を設置し、府内の２次

▲

医療圏ごとに消防本部が設置するＭＣ協議会の運営に対して指
導・助言できる体制を整備する。

事 業 内 容 ＜参考＞ 救急救命士の処置範囲拡大
・指示なし除細動(H.15.4頃～)
・気管挿管(H.16.7頃～)
・薬剤投与（未定）

２ 内 容

目 的 構 成 医療機関、消防機関、行政機関及びＭＣ協議会代表

対 象 ①各ＭＣ協議会に対する指導・助言
協議事項 ②標準となる事後検証基準の策定

方法等 ③再教育体制の整備等

＜参考＞
京都府におけるメディカルコントロール体制

京都府京都府救急業務
設 置高度化推進協議会

指導・助言 意見提出

代表消防

本部設置ＭＣ ＭＣ ＭＣ ＭＣ ＭＣ ＭＣ
(医療圏ごと)協議会 協議会 協議会 協議会 協議会 協議会

・事後検証体制の整備

・再教育の充実 等

担当課・係名 消防防災課 消防指導係 直通電話番号 075-414-4468

安心・安全－２－１３



平成１５年度当初予算案主要事項説明

保 健 福 祉 部

安心・安全づくり ＜福祉分野＞
医 療 安 全 対 策 推 進 事 業 費事 業 名

新 規予 算 額 新規・継続の別３，０００ 千円

１ 趣 旨

医療に関する事故や事件等が多発する中で、医療の安全性や信頼性の

向上・確保のため、府民を対象とした各種医療情報の提供・相談体制の

充実を図るとともに、医療に対する危機管理体制を強化し、府民の安心

・安全を確保する。

２ 事業概要事 業 内 容

目 的 相談体制の充実 相談専門職員（看護師等）を配置し、電

対 象 話等による相談の実施

方 法 等

情報提供の充実 医療機関情報など医療関連情報を電話相

談やホームページ等により提供

３ そ の 他

危機管理体制の整備

▲

「安心・安全対策チーム」を創設し、緊急時の対応を含め府民の安
心・安全を確保できる医療機関への指導監督体制を整備

担当課・係名 医療・国保課 医務係 課・係直通電話番号 075-414-4746

安心・安全－２－１４



平成１５年度当初予算案主要事項説明

保 健 福 祉 部
安心・安全づくり <福祉分野>

医療施設近代化整備費等補助金事 業 名

継続予 算 額 新規・継続の別３７７，３３１ 千円

１ 趣 旨

療養病床（療養型病床群含む）の整備及び患者の療養環境、医療従事者

の職場環境等の改善等のための施設整備に対し、国の補助制度を活用し助

成することにより、介護保険制度の基盤促進及び医療施設の近代化、地域

医療の確保を図る。

２ 事業内容

（１）医療施設近代化施設整備事業等

事 業 内 容

事業内容 病棟の増築、改修等への補助

目 的 （国１／３、府１／６（府単独上乗せ）

対 象

方 法 等 療 養 型 病 床 ３施設 ２２１床

整備内容

( ･ ) ３施設 ６００床その他 一般 精神病床等

※ 療養型病床…

長期にわたり療育を必要とする患者のための病床
趣 旨 特別養護老人ホーム・老人保健施設とともに介護保険制度

上の入所施設として運営可

構 造 病室面積や廊下幅は一般病床より広く、機能訓練室や談話室
等を設置。

担当課・係名 医療・国保課 地域医療係 課・係直通電話番号 075-414-4744

安心・安全－２－１５



平成１５年度当初予算案主要事項説明

保 健 福 祉 部
安心・安全づくり ＜福祉分野＞

自治体立病院施設整備費補助金事 業 名

継続
予 算 額 新規・継続の別３３３，４６０ 千円 一部新規

１ 趣 旨

自治体立の医療機関が行う施設・設備等の整備事業に対して助成を行う

ことにより、府域における医療供給体制の整備を促進し、政策医療の確保

を図る。

２ 事業内容

（単位：千円）

事 業 内 容

対象医療施設 公立南丹病院 亀岡市立病院 福知山市民病院

目 的

対 象 対 象 事 業 医 療 施 設 医 療 施 設 医 療 施 設

方 法 等 施設設備整備費 施設設備整備費 施設設備整備費

整 備 内 容 新病棟整備によ 新病院整備によ 全面建替整備に

る増床等 る急性期医療の よる増床等

提供等

補 助 額 １１６，４９５ １４４，０９７ ７２，８６８

備 考 継 続 継 続 新 規

３ 実雇用人数

１６０人

担当課・係名 医療・国保課 地域医療係 課・係直通電話番号 075-414-4744
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平成１５年度当初予算案主要事項説明

保 健 福 祉 部

安心・安全づくり ＜福祉分野＞

与 謝 の 海 病 院 施 設 整 備 費事 業 名

継続予 算 額 新規・継続の別１６０，０００千円

１ 趣 旨

入院機能を拡充するため一般病床（３６床）の増床を行うととも

に、第２種感染症指定医療機関として、感染症病床（４床）の院内

への移転整備を併せて行う。

加えて、施設の拡充による雇用の場の確保を図る。

２ 事業概要

区 分 現 状 整 備 完成後 備 考

事 業 内 容 一 般 病 床 ２４０床 ３６床 ２７６床 増 床

結 核 病 床 １５床 １５床

感染症病床 ４床 ４床 移 転

計 ２５９床 ３６床 ２９５床

３ 事 業 費目 的

対 象

施設費 １６０，０００千円方法等

４ スケジュール

平成１４年度 調査設計

平成１５年度 改修工事

平成１６年度 新病棟運用開始

５ 実雇用人数

８人

担当課・係名 医療・国保課 府立病院係 課・係直通電話番号 075-414-4743
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平成１５年度当初予算案主要事項説明

府 民 労 働 部
［安心・安全づくり］

事 業 名 ＜福祉分野＞
出会い系サイト対策事業費

予 算 額 新規・継続の別 新 規３，０００千円

１ 趣 旨

出会い系サイトを発端に多発する児童買春事件等に対する緊急対策
として、学校や書店などの青少年に身近な店舗等で被害防止等の啓発
を行う。

２ 事業概要

○府内の全中学・高校生に学校を通じて啓発資料配付

○書店等で『しおり型』の啓発資料配付

○携帯電話ショップにおいて啓発資料配付 等
事 業 内 容

目 的
対 象
方 法 等

青少年課 企画係 課・係直通電話番号 075-414-4301担当課・係名

安心・安全－２－１８



平成１５年度当初予算案主要事項説明

府 民 労 働 部
［安心・安全づくり］

事 業 名 ＜福祉分野＞
青少年の社会的ひきこもり対策事業費

予 算 額 新規・継続の別 新 規３，５００千円

１ 趣 旨

青少年の社会的ひきこもりについて、相談機関のネットワークを構
築するとともに、より実効性のある支援施策を検討する。

２ 事業概要

項 目 内 容

支援施策検討・ ◇支援施策の検討・研究
研究会の運営 ◇相談機関への相談内容や民間支援活動の調査

事 業 内 容
相談機関のネッ ◇相談機関のネットワーク化

目 的 トワーク化 ◇合同相談会の実施
対 象 ◇合同研修会の実施
方 法 等

家族等への支援 ◇家族教室の開催
◇府民啓発リーフレット作成

青少年課 企画係 課・係直通電話番号 075-414-4301担当課・係名

安心・安全－２－１９



平成１５年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

安心・安全づくり ＜福祉分野＞
附属病院外来診療棟等整備基本計画策定費事 業 名

予 算 額 １８，０００ 千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

府民の医療の拠点施設として患者の立場に立った高度で適切な医療を提供

するとともに、病院経営の効率化を進めるため、老朽化、狭隘化した外来診

療棟、臨床医学学舎の建替え等、臨床医学部門の総合的整備に向けた検討を

進める。

併せて、急速に進歩する医学に対応する研究・教育機能の充実を図る。
事 業 内 容

目的・対象 ２ 事業内容

方 法 等 現在策定している整備構想において、新外来診療棟等に係る整備の基本的

な方向性・内容と、既存病棟に隣接する敷地内で外来診療を行いながら、で

きる限り患者に迷惑のかからない整備工法及び手順について検討している。

平成１５年度においては、整備構想に基づき、整備の手法、施設の形状、

配置、仕様、機能面等について具体化させるため、基本計画を策定する。

前 年 度 ５，０００ 千円

担 当 課 名 京都府立医科大学 庶 務 課 電 話 番 号 ２５１－５２０７

安心・安全－２－２０



平成１５年度当初予算案主要事項説明

企画環境部

安心・安全づくり ＜福祉分野＞
生活交通バス路線等維持対策事業費事 業 名

予 算 額 ３４７，３７４千円 新規・継続の別 継 続

１ 目 的
バス路線等の生活交通の確保を行うため、不採算となっている路線等に
対して補助を行うとともに、スルッとKANSAI対応のバスカードシステムの
整備に対して支援を行う。

２ 暫定支援措置期間終了後の支援事 業 内 容
２年間の暫定支援措置期間(13.4.1～15.3.31)が終了することに併せ、生活
交通路線の維持・確保を図るため、地域の幹線的なバス路線（国庫補助制度
の対象とならない路線のうち、複数市町村に跨らなくても10km以上で、一定
の輸送量、運行回数等がある路線）に対する新単独補助制度を創設（新制度
移行準備のための経過的支援措置(3箇月)も設定）するとともに、町営バス等
について、より効率的・効果的なバス運行が図られるよう市町村が行う調査
・検討等に対して補助する。

目 的 ３ 事業概要 （単位：千円）

区 分 金 額
対 象

国制度 バス運行対策費補助 １５６，２９０（注）
バ

方法等 ス 暫 定 支 援 措 置（15.3.31まで） １３，１１９
路

生活交通バス路線運行対策補助（新）線
確 府制度 １０，０００（15.4.1から）

(経過的支援措置(15.4.1 6.30)を含む)保 ～
対
策 市町村運行確保生活路線補助等 １５１，０００
補
助 ３，０００効率的バス運行調査検討費補助

小 計 ３３３，４０９

バ ス カ ー ド シ ス テ ム 推 進 補 助 ５，９８９

離 島 航 路 確 保 対 策 補 助 ７，９７６

計 ３４７，３７４

（注）15年度から国庫補助金がバス事業者への直接補助に制度変更

担当課・係名 交通対策課 整備係 課・係直通電話番号 075-414-4360

安心・安全－２－２１



平成１５ 年度当初予算 ＜災害からの安心・安全＞

主要事項説明資料一覧

（単位 千円）

区 分 事 業 名 頁 予算額 担 当 課

情報通信網の整備 衛星通信系防災情報システム整備 １ 2,100,000 消防防災課

公共施設等防災対策 府立施設耐震対策 ２ 50,000 財産管理課

府立学校耐震補強工事 ３ 287,000 管 理 課

土木施設防災対策（枠単） ４ 582,000 監 理 課

地域防災対策 地域防災充実促進事業 ５ 193,500 消防防災課

啓発・訓練・その他 活断層調査事業 ６ 60,000 消防防災課

消防防災課
災害ボランティア活動推進等 ７ 4,032 地域福祉 援護課・

建築指導課

総合防災訓練 ７ 5,000 消防防災課

鴨川防災対策推進 ８ 38,000 河 川 課

住宅改良資金融資事業委託 ９ 12,500 住 宅 課

消防防災課
原子力防災対策事業 原子力防災対策事業 10 212,123 環境管理課

医療・国保課

安心・安全－３



平成１５年度当初予算案主要事項説明
総 務 部

｛安心・安全づくり｝＜災害からの安心・安全＞

衛星通信系防災情報システム整備費
事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続２，１００，０００千円

１ 目 的

府民の安心・安全を確保するため、衛星通信系防災情報システ
ムを整備し、安全かつ信頼性の高いネットワークを確立する。

２ 事業内容

①衛星系システム及び地上系システムを整備することにより、通
信回線の二重化を図る。内

事 業 内 容 ②全国的なネットワークに接続することにより、京都府から国、都
道府県等に映像情報等を送受信する衛星系システムを整備。容

目的 ・対象 ③「京都デジタル疏水ネットワーク（仮称）」を活用した地上系シス
テムにより、被害情報等を収集・発信する防災情報システムを

方 法 等 整備。

衛 ○映像伝送システムの整備
整 星 ・高画質のデジタル動画像を国、都道府県等へ送受信 等
備 系
に
よ ○市町村等とオンライン化することによる迅速確実な情報収集
る 地 体制を整備
機 上 ・被害情報収集システム
能 系 ・地図情報システム

・道路情報システム 等

○衛星系整備 １５・１６年度（１７年度から運用開始）
整
備 ○地上系整備 １７・１８年度（１９年度から運用開始）
計
画 ○周辺整備 １９～２１年度

１００，０００千円前年度予算額

担当課・係名 消防防災課 防災指導係 直通電話番号 ０７５－４１４－４４７５

安心・安全－３－１



平成１５年度当初予算案主要事項説明

出納管理局

｛安心・安全づくり｝＜災害からの安心・安全＞事業名

府 立 施 設 耐 震 対 策 費

予算額 ５０，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、現行の耐震基準が適用

される以前に建設された府立施設の耐震調査等

事業内容

目的

対象 ２ 調査対象施設

㎡以上（「建築物の耐方法等 ３階以上で、かつ、総床面積が1,000

震改修の促進に関する法律」第２条の政令で定める規模）の府立

施設

財産管理課庁舎管理係 075-414-5446担当課・係名 課・係直通電話番

安心・安全－３－２



平成１５年度当初予算案主要事項説明

教 育 委 員 会

｛安心・安全づくり｝＜災害からの安心・安全＞

府 立 学 校 耐 震 補 強 工 事事 業 名

２８７，０００千円 継 続予 算 額 新規・継続事業の別

１ 目 的
耐震性の向上を図るため、耐震補強工事を行い、防災機能の一層の充実を
図る。

２ 事業概要
（１）北嵯峨高等学校校舎耐震補強 (４３，０００千円）
≪管理教室棟 S51.3築 RC-3 2,065㎡≫
・鉄骨ブレース設置
・開口閉鎖補強
・耐震スリット設置
・その他改修工事(外壁改修、内部改修、設備改修等)

（２）西宇治高等学校校舎耐震補強 （１２１，０００千円）
≪管理教室棟 S52.3築 RC-4 4,784㎡≫
・鉄骨ブレース設置
・コンクリート耐震壁設置
・開口閉鎖補強
・柱カーボン巻補強
・その他改修工事(外壁改修、内部改修、設備改修等)

事 業 内 容
（３）与謝の海養護学校校舎耐震補強 （３６，０００千円）
≪特別教室棟 S45.7築 RC-2 582㎡≫
・コンクリート耐震壁設置
・耐震スリット設置
・スロープ棟新設
・その他改修工事(外壁改修、内部改修、設備改修等)

（４）東舞鶴高等学校校舎耐震補強 （５０，０００千円）
（他に債務負担行為35,000千円）≪管理教室棟 S54.3築 RC-3 1,815㎡≫

・コンクリート耐震壁設置
・開口閉鎖補強
・耐震スリット設置
・その他改修工事(外壁改修、内部改修、設備改修等)

（５）盲学校（小・中）体育館耐震補強 （３７，０００千円）
（他に債務負担行為56,000千円）≪体育館（小中学部）S45.5築 S-1 395㎡≫

・鉄骨ブレースの補強
・その他改修工事（屋上防水、内外部・窓枠改修、設備改修等）
・器具庫等の増築

担当課・係名 管 理 課 管 理 係 直通電話 075-414-5768

安心・安全－３－３



平成１５年度当初予算案主要事項説明
土木建築部

〔安心・安全づくり〕＜災害からの安心・安全＞
土木施設防災対策事業費事 業 名

予 算 額 新規･継続の別 継続５８２，０００千円

１ 趣旨・目的

阪神・淡路大震災を教訓として、災害に強いまちづくりを進めるための

単独事業を積極的に推進する。

事業内容

２ 対 象

目 的
道路等土木施設対 象

方法等

３ 内 容 等

橋りょう耐震対策

道路構造物等の補強対策

法面の落石防止対策

など

担当課・係名 監理課 経理第一係 課・係直通 075-414-5173
電話番号

安心・安全－３－４



平成１５年度当初予算案主要事項説明
総 務 部

｛安心・安全づくり｝＜災害からの安心・安全＞

地域防災充実促進事業費
事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続１９３，５００千円

・ 目 的
府内全域の消防防災活動の充実を図るため、消防機関（常備・非常備）
と地域住民（自主防災組織）が一体となった総合的・広域的な施策を展開

事 業 内 容 し、地域主導型の防災体制の確立による「安心・安全」な社会の構築を推
進する。

・ 事業概要
１ 消防防災体制重点整備事業

補 助 率補 助 対 象 事 業
（ 主 な 事 業 内 容 ）

目 的
国 消防緊急通信指令施設

対 象 庫 市町村防災行政無線 １／６以内
嵩 耐震性貯水槽など

方法等 上

消防ポンプ自動車府
指令車独
消防団資機材整備 １／３以内

自
消防団拠点施設整備（新規）
消防専用無線電話装置

総合防災訓練ソ
自主防災組織育成 １／２以内

フ 消防団活性化
ト

女性消防隊育成など

２ 消防団員激励事業
消防団員の奉仕的かつ献身的な活動に対し、その労苦に報いるとと
もに団員の処遇改善に資するため、激励金を交付する。（財団法人京都
府消防協会が実施する事業に対して助成。）

担当課・係名 消防防災課 消防指導係 直通電話番号 075-414-4468

安心・安全－３－５



平成１５年度当初予算案主要事項説明
総務部

｛安心・安全づくり｝＜災害からの安心・安全＞

活断層調査事業費
事 業 名

予 算 額 新規 ・継続の 別 継 続６０，０００千円

１ 目 的
地震防災対策について、計画的な取り組みを着実に進める
ため、国と連携を図る中で、平成１４年度に引き続き、活断層
調査を実施する。事 業 内 容

２ 内容対 象

調査委員会 学識経験者による調査委員会を設置し、方法等

の 設 置 活断層調査を実施する。

調 査 対 象 西山断層系亀岡断層

平成14年度の調査を踏まえ、物理探査調
調 査 方 法 査、ボーリング調査、トレンチ調査等を実

施する。

担当課・係名 消防防災課防災対策係 直通電話番号 075-414-4474

安心・安全－３－６



平成１５年度当初予算案主要事項説明
総務部・保健福祉部・土木建築部

｛安心・安全づくり｝＜災害からの安心・安全＞事 業 名

災害ボランティア活動推進等・総合防災訓練

予 算 額 新 規・継続 の別 継 続９，０３２ 千円

１ 災害ボランティア活動推進等 （４，０３２）
・ ボランティアコーディネーターの養成、災害時の福祉救
援ボランティア等の活動推進
・ 災害救援専門ボランティアの登録推進、研修会開催等
・ 被災建築物応急危険度判定制度の普及等事 業 内 容

対 象

２ 総合防災訓練 （５，０００）
・ 府民参加による総合防災訓練方法等

担当課・係名 消防防災課 防災対策係 直通電話番号 075-414-4474

地域福祉援護課 地域福祉係 075-414-4559

建築指導課 建築防災・安全係 075-414-5346

安心・安全－３－７



平成１５年度当初予算案主要事項説明

土木建築部

〔安心・安全づくり〕＜災害からの安心・安全＞

鴨 川 防 災 対 策 推 進 費事 業 名

予 算 額 新規･継続の別 継 続３８，０００千円

１ 趣 旨

鴨川の防災対策については、近年、河川改修を着実に進めてきたことも
あり、昭和１０年以降大規模な水害は発生していないが、平成１２年の東
海豪雨や先のヨーロッパ諸国における大水害など、最近の異常気象等を踏
まえ、「万が一」を想定し、府民の安心安全の観点から、鴨川の防災対策
を推進する。

事業内容
２ 概 要

平成13年７月の水防法の改正を受け、従前、国の管理する河川にしか認
められていなかった「洪水予報河川」及び「浸水想定区域」の指定が、知

目 的 事の管理する河川についても可能となった。
対 象 京都市の中心を流れる鴨川について、最近の異常気象等から、一刻も早
方法等 い対応が必要であると考え、「浸水想定区域図」を平成１５年出水期前の

公表に向けて準備を進めるとともに、平成１６年出水期前に気象庁と共同
による「洪水予報」開始に向けシステム構築を行う。

３ 平成１５年度実施内容

事 項 内 容

浸水想定区域図 平成１５年出水期前の公表に向けた浸水想
定区域図の印刷

洪水予報システム 機器等の整備
（平成１６年出水期前に運用開始の予定）

担当課・係名 河 川 課 計 画 係 課・係直通電話番号 075-414-5287
防災・海岸係 075-414-5288
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平成１５年度当初予算案主要事項説明

土木建築部

〔安心・安全づくり〕＜災害からの安心・安全＞

住宅改良資金融資事業委託事 業 名

予 算 額 新規･継続の別 新 規１２，５００千円

１ 趣 旨

既存の住宅改良資金融資事業に加え、新たに住宅の耐震補強等を対象と
した融資制度を新設し、居住環境の改善による居住水準の向上を図る。

事業内容 ２ 住宅改良資金融資制度

目 的 融 資 枠 ２０億

対 象 事 項 貸付限度額 利率 償還期間
(予定)

方法等
リフォーム ４５０万円 2.5％

１０年以内
21世紀住宅リフォーム ３５０万円 1.3%

なお、融資利率は、住宅金融公庫・財政融資資金利率に連動

※従来の高齢者向け改善から21世紀住宅リフォームへ制度拡充
○入居者要件の緩和
居住者の年齢制限の緩和（60歳以上の者の居住要件廃止）
○融資対象工事の拡大
・バリアフリー型(手すりの設置・段差解消等）

・環境共生型（省エネルギー対応等）
・安心安全型（主要構造部補強等）
・景観形成型(街並み保存のための条例等に適合す

る改修）

担当課・係名 住 宅 課 計 画 係 課･係直通電話番号 075-414-5361
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平成１５年度当初予算案主要事項説明
総務部：企画環境部：保健福祉部

｛安心・安全づくり｝＜災害からの安心・安全＞

原子力防災対策事業費
事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続２１２，１２３千円

１ 趣 旨
原子力災害対策特別措置法の趣旨を踏まえ、適切な原子力防災対策
を推進する。

２ 事業概要

（千円）事業内容 所 管 事 業 名 事 業 概 要 金額

原子力発電所緊 緊急時連絡網の管理運営、防対 象
９２，４４５急時安全対策事 災活動資機材の整備並びに原子

業 力防災に関する普及啓発等方法等 総 務 部
（消防防災課）

原子力防災対策 原子力発電所への立入検査の

２，０００推進事業 実施等に伴う専門委員の設置並び

に対策の推進に係る調査研究

放射線監視等交 放射線の環境モニタリング、測企画環境部
１０４，９４９（環境管理課） 付金事業 定機器等の整備

原子力安全対策 緊急被ばく医療活動用資機材の
９，０１５機器整備事業 整備

保健福祉部
（医療・国保課）

原子力発電施設 放射線測定機器及び設置施設

３，７１４等緊急時医療施 の維持管理等

設等運営

計 ２１２，１２３

２３９，５４３ 千円前年度予算額

消防防災課 原子力等安全対策係 直通電話番号 075-414-4474担当課・係名

環境管理課 大気係 075-414-4709
医療・国保課 地域医療係 075-414-4744
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主 要 事 項 説 明 資 料 目 次

＜食の安心・安全＞

ページ 事 業 名 担 当 課

１ 食の安心・安全確保事業費 生活衛生課

２ 安心な医薬品供給対策事業費 薬 務 課

農 政 課

農産流通課
３ 京の地産地消推進事業費

林 務 課

水 産 課

農 政 課
４ 家畜共済機能強化対策事業費

畜 産 課

５ 牛肉トレーサビリティシステム推進事業費 畜 産 課
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平成１５年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

<食の安心・安全>

食の安心・安全確保事業費事 業 名

予 算 額 １１，０００ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 目 的

食品の表示違反問題や残留農薬問題、ダイエット食品による健康被害
の発生など、消費者の食品に対する不安・不信が高まっている中、府民
に「食」に関する正しい情報を迅速に提供するとともに、新たに「食の

みはり番」を設置し、食品の監視・指導体制を強化することにより、消
、「 」 。費者の不安・不信を解消するとともに 食の安心・安全 を確保する

２ 事 業 概 要

区 分 事 業 内 容

消費者の視点に立った食品の安全確保の推進

▲

食の総合ホーム 「食」の安心・安全についての情報をスピーディに
ページの開設 分かりやすく府民に提供する食の総合ホームページ

『京の食“安全かわら版 』(仮称)を開設”
事 業 内 容

『食の安心･安全 消費者、生産者、食品業者、学識経験者、行政機関
懇話会』の開催 など、関係者が共に食の安全について考え、意見･情報

交換を行うことにより、食の安全に関する認識、相互目 的
理解を深めるとともに、今後の取組施策に反映対 象

方法等
食品の安全管理及び監視体制の強化

▲

食のみはり番 食品店舗を巡回し、食中毒予防啓発や食品の誤表示『 』
の創設 の防止、衛生管理に関する助言・相談などを行うとと

もに消費者からの食に関する相談に応じる食品衛生推
進員『食のみはり番』を設置

検査機能の強化 健康食品による健康被害の発生など、従来想定して
いなかった食品事故に対応するため、新たに食品検査
機器(液体クロマトグラフ質量分析計)を導入し、検査
機能を強化

<参 考>
緊急時の対応、危機管理体制の整備

▲

食の安心・安全確保の推進と食品事件・事故等への
庁内連絡会議の設置 迅速な対応を図るため、関係部局からなる庁内連絡会

議を設置

生活衛生課 食品衛生係 075-414-4759担当課･係名 課・係直通電話番号
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平成１５年度当初予算案主要事項説明

保 健 福 祉 部

＜食の安心・安全＞
安心な医薬品供給対策事業費事 業 名

予 算 額 千円 新 規２，５００ 新規・継続の別

１ 趣 旨

昨年、いわゆるダイエット用健康食品による死亡を含む健康被害が全

国的に発生し、その製品から医薬品成分が検出されたところであり、ま

、 、た 承認外成分を含有した医薬品が製造販売される事例も発生するなど

医薬品の安心確保が重要な課題となっている。

このため、未承認医薬品(健康食品)等の検査や取締りを強化し、健康

被害発生を未然に防止するとともに、不良医薬品の流通防止を図り、府

民に安心な医薬品を供給するものである。

事 業 内 容 ２ 事業概要

目 的 事 項 事 業 内 容

対 象

方 法 等 未承認医薬品（疑） ○ インターネット等広告監視の強化

取締事業 ○ 試買・収去検査の実施

○ 販売業者への指導・立入検査の強化

不良医薬品流通防止 ○ 府内医薬品製造業・輸入販売業者製品の収

事業 去検査の実施

府民への情報提供 ○ 広告違反事例等パンフレットの作成

○ ホームページによる情報提供

担当課・係名 薬 務 課 製薬係・指導係 075-414-4790課・係直通電話番号
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平成１５年度当初予算案主要事項説明
農 林 水 産 部

＜食の安心・安全＞
京 の 地 産 地 消 推 進 事 業 費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規１２，２００ 千円

１ 趣 旨

食の安心・安全が求められ、地域の食材や伝統的な食文化も見直されつつ

ある中で、地域で生産された農林水産物をその地域で消費する『地産地消』

の一環として各種取組を推進する。

２ 事業概要事業内容

事 業 名 事 業 内 容 予算額目 的

京のふれあい朝市 ・朝市・産直などの多様な取組を推進する対 象

・産直推進事業費 連携や交流の場づくり 3,000

・朝市等の情報発信及び連携強化方 法 等

こどもたちのため ・地域環境や食文化を支える農林水産業へ

の「食と環境」講 のこどもたちの理解を深めるための講座の 1,000

座事業費 実施

地元農産物の給食 ・地元産米を利用した米飯給食の推進

利用支援事業費 ・食材供給を行う生産者グループ活動等の 5,900

支援に

よる地元農産物の給食での利用促進

木材関係振興対策 ・府内産木材の利用拡大を図るための展示

事業費 会等の開催 2,300

農政課 企画調査係 075-414-4898
農産流通課 食糧係 075-414-4959

担当課・係名 林務課 林産振興係 直通電話番号 075-414-5011
林務課 専門技術室 075-414-5005
水産課 漁政係 075-414-4997
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平成１５年度当初予算案主要事項説明
農 林 水 産 部

＜食の安心・安全＞
家 畜 共 済 機 能 強 化 対 策 事 業 費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規１０３，０００ 千円

１ 趣 旨

継続・安定的な家畜共済事業の運営を図り、畜産経営の安定と安心・

安全な畜産物供給を推進する。

２ 事業主体

京都府農業共済組合連合会事業内容

３ 事業概要目 的

対 象

事 業 名 事 業 内 容 予算額

方 法 等

家畜共済運営基盤 ・家畜共済事業における基盤強化のための

強化対策事業費 運営資金を貸付ける。 100,000

家畜診療体制強化 ・家畜診療獣医師数の少ない地域における

対策事業費 獣医師雇用経費の１／２を助成する。 3,000

農政課 農業保険係 075-414-4945
担当課・係名 直通電話番号

畜産課 家畜衛生係 075-414-4985
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平成１５年度当初予算案主要事項説明
農 林 水 産 部

＜食の安心・安全＞

牛肉トレーサビリティシステム推進事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規４，０００千円

１ 趣 旨

ＢＳＥの発生や牛肉の偽装事件等により、畜産物の生産から流通・消費

にわたる各種情報の提供が求められていることから、国が構築する牛の履

事業内容 歴や産地の情報を消費者に提供するシステムに加え、飼料給与等の付加価

値情報をモデル的に提供するシステムに支援する。

目 的

２ 推 進 主 体

対 象 京都府トレーサビリティシステム推進協議会

方 法 等 ３ 事 業 概 要

（１）農家指導（個体識別耳標装着・異動報告、飼料給与等の記帳）

（２）消費者への飼料給与等付加価値情報提供のモデル実施に係る支援

担当課・係名 畜 産 課 畜 産 係 直通電話番号 075-414-4985
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主 要 事 項 説 明 資 料 目 次

＜犯罪からの安心・安全＞

ページ 事 業 名 担 当 課

１ 警察署等の再編整備のあり方を検討する懇話会（仮称） 警 務 課

設置費

２ 犯罪情勢分析システム構築費 警 務 課

暴走族等非行

３ 暴走族総合対策推進費 集 団 総 合

対 策 室
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平成１５年度当初予算案主要事項説明

警察本部

安心・安全づくり

＜犯罪からの安心・安全＞

事 業 名

警察署等の再編整備のあり方を検討する懇話会（仮称）設置費

予 算 額 １，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣旨

厳しい治安情勢に対応するには、警察署等の今後あるべき方向

について検討する必要性があるため 「懇話会」を設置し、府内、

の各界・各層から幅広い意見を聞きながら、警察署等の再編整備

事業内容 のあり方を策定し、もって 「府民とともにあゆむ力強く信頼さ、

れる警察」を確立するものである。

２ 事業概要

目 的

設置主体 京都府警察本部対 象

方 法

委嘱委員 １０名程度

議 題 等 ○ 現状の治安情勢と警察署等が抱える問題

○ 警察署等の設置、あり方など

運 営 ○ 検討結果は、懇話会の意見としてとりまとめ、

随時公表

○ 意見の集約報告書（提言）を懇話会代表から

受領

担当課・係名 警察本部 内線 451-9111（ 2611 ）警務部警務課 （ ）
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平成１５年度当初予算案主要事項説明

警察本部

安心・安全づくり

＜犯罪からの安心・安全＞

事 業 名

犯罪情勢分析システム構築費

予 算 額 ４，５００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣旨

街頭犯罪の増加を始め、悪質・巧妙化する各種犯罪に的確に対

応するため、犯罪情勢等に関する関係情報・資料等を迅速・的確

に集約するシステムを構築し、情報等を総合的に分析した結果を

タイムリ－に提供することにより、犯罪の抑止、検挙施策及び広報活事業内容

動等に効果的に活用する。

目 的 ２ 事業概要

対 象 ＧＩＳソフト等を活用した、犯罪情勢分析システムを構築し

方 法 ○ 正確でタイムリ－な情報に基づいた分析による犯罪の検挙

○ 犯罪のホットスポットに焦点を当てた街頭犯罪対策の推進

○ 犯罪情勢分析情報の発信による地域社会の防犯機能の回復

等の推進により、府民の安全・安心を確保する。

担当課・係名 警察本部 内線 451-9111（ 2681 ）警務課 犯罪情勢分析室 （ ）

安心・安全－５－２



平成１５年度当初予算案主要事項説明

警察本部

安心・安全づくり

＜犯罪からの安心・安全＞

事 業 名

暴走族総合対策推進費

予 算 額 １３，５００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣旨

暴走族問題は、深夜における爆音暴走のみならず、祭礼行事

等でのい集やい集に伴う違法行為の敢行、ひったくりなどの街

頭犯罪の敢行など、府民の安全・安心な生活に対する大きな脅

事業内容 威となっていることから、暴走族等取締部隊「平安隊（仮称 」）

を設置し、取締活動を強力に実施する。

２ 事業概要

目 的 違反現場等における写真撮影等を行い、暴走車両及び違反者

対 象 を特定し、事件化を促進する。

方 法 ○ い集場所での情報収集・採証・検挙

○ 集団暴走時の採証・捜査支援・検挙

○ 道路交通法違反、街頭犯罪の捜査支援・検挙

等の活動を計画的に推進し、暴走族のい集場所解消や各種違法

行為を検挙することにより、同集団の解体を促進して、府民の

安全・安心な生活の確保を図ろうとするものである。

３ その他

、「 」 。併せて 京都府暴走族等の追放の促進に関する条例 を提案

担当課・係名 警察本部 内線 451-9111（6861.6862）暴走族等非行集団総合対策室 （ ）
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